
 

様式Ｃ－１９ 

 

科学研究費助成事業（科学研究費補助金）研究成果報告書 

 

平成 24年 5月 31日現在 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要（和文）： 
(1) 2007年に国際会計基準審議会(IASB)から公表された IASB審議提案と 2008年にオースト
ラリア会計基準審議会(AASB)から公表された AASB討議資料第 138号を手掛かりとして、自
己創設無形資産に係る当初の会計処理(認識、測定、表示／開示)のあり方について論究した。 
 
(2) わが国上場企業への質問票調査をもとに、人的資源の測定・開示の実務実態について論究
した。 
 
研究成果の概要（英文） 

(1) This study discussed about the initial accounting for internally generated intangible 
assets (the recognition, measurement, and presentation/ disclosure), focused on IASB 
Agenda Proposal (2007) and AASB Discussion Paper 138 (2008). 
 

(2) Based on questionnaire survey for Japanese Listed Companies, this study discussed 
about the measurement and disclosure of human resource in Japan. 
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１．研究開始当初の背景 
これまで企業経営において、従業員は企業
の重要な「資産」としてではなく、「コスト」
にすぎないという見方が一般化されており、
常に経費削減の対象とされてきた。しかしな
がら長期的には、過度の業績主義やリストラ
は企業価値を損ねるものであり、持続的競争

優位という概念とは相いれないものである。 
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>(2007 年, 9 頁)の指摘によれば本来､人材マ
ネジメントの目的は、人材の戦略的な投入と
活用によって、企業の利益を高めることにあ
り、付加価値を創造する人材の意欲と能力を
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高めることで、企業の付加価値創造能力と企
業収益力を向上させることにあるとされる。 

 
すなわち、従業員重視パースペクティブに

よる経営は、人材の採用・定着から人材育成
まで、企業の経営戦略と人材マネジメントを
結びつけることで、企業の価値創出を推進し
持続的競争優位の確立を図ろうとするもの
である。 

 
イギリス勅許人材育成研究所(CIPD)にお
けるリサーチレポート(2002)『人的資本の評
価』の公表や､イギリス通商産業省(DTI)にお
ける最終報告書(2003)『人材の会計－人的資
本マネジメントに関するタスクフォース報
告書』の公表､およびイギリス会計基準審議
会(ASB)における(2006)『報告基準書：営業
と財務に関するレビュー』を中心として､人
的資本マネジメントやその報告手段として
の人的資本報告書に関する議論が活発に行
われてきている。 

 
かかる開示により、企業の人的資本情報が

定量的・定性的に拡充化された形で開示され
ることにより、経営者は効果的・効率的な人
的資本マネジメントを遂行しやすくなると
ともに、投資者や従業員といった外部利害関
係者の合理的な経済的意思決定を促進する
ことで効率的な資本市場や労働市場の形成
に大きく寄与するものと期待される。 

 
２．研究の目的 
本研究は、知識創造化社会の進展を背景と
して、企業の持続的競争優位の中核をなす人
的資本に焦点を当て、従業員重視のマネジメ
ントにおける人的資本の測定・開示はいかに
あるべきかを理論的かつ実証的な側面から
体系的に研究することを目的とするもので
ある｡ 

 
３．研究の方法 
 (1) 米国、英国、国際財務報告基準、およ
びわが国を対象として、人的資本の測定・開
示の制度並びに実務実態の特徴と問題点を
浮き彫りにするとともに、各国における研究
動向の具体的な詳細を明らかにする。 
 
一般に、人的資本に基づく持続的競争優位

は、自己創設に基づくものと考えられる。そ
こで、本研究では、これまであまり研究され
てこなかった自己創設無形資産に係る当初
の会計処理との関連で、人的資本会計のあり
方を模索する。 
 
 (2) 人的資本の会計的測定・開示に関する
実態調査・実証研究を実施する。本実態調査
は、質問票調査に基づいて、日本国内の上場

企業約 3,000 社を対象に実施する。 
 
 具体的に、2010 年 3 月から 5 月にかけて、
わが国上場企業の IR(インベスターリレーシ
ョンズ)の責任者を対象として、先行研究を
もとに、質問票調査を実施する。 
 
本質問票調査では、次の 5点の解明を試み
ている。第１に、そもそも人的資源の測定に
ついてどの程度重要であると認識している
のかである。 
 
第 2 に、人的資源マネジメント戦略におい
てどのような項目を優先しているのかであ
る。 
 
第 3 に、人的資源の測定が重要であると認
識されている理由をどのように考えている
のかである。 
 
第 4 に、人的資源の測定がどの程度進んで
いるのか、進んでいない場合にはどのような
理由が考えられるのかである。 
 
第 5 に、人的資源の各測定尺度をどの程度
利用し、それぞれどの程度重要であると認識
しているのかである。 
 
４．研究成果 
 (1) 本稿の目的は、2007 年に国際会計基準
審議会(IASB)から公表された IASB 審議提案
と 2008 年にオーストラリア会計基準審議会
(AASB)から公表された AASB 討議資料第 138
号を手掛かりとして、自己創設無形資産に係
る当初の会計処理(認識、測定、表示／開示)
のあり方について論究することにあった。次
の 3点が本研究で明らかにした点である。 
 
① Wyatt and Abernethy(2003)の議論から、
企業の生産関数において第 2次無形投入で生
じる中間産出は、自己創設無形資産としての
特徴を有することを明らかにした。かかる議
論を踏まえて、自己創設無形資産に係る会計
問題に対処するアプローチとして、大きく認
識アプローチ、開示の拡充化によって対処す
るアプローチ、および開示の拡充化を先行し
た後、認識アプローチに移行する 2段階アプ
ローチの 3つがある点も明らかにした。 
 
② IASB 審議提案では、資源上の制約がｸﾘｱ
されれば、自己創設無形資産に係る当初の会
計処理を含む「無形資産プロジェクト(のれ
んを除く)」を IASB 審議事項に追加すべきで
あるとの示唆がなされていたことを明らか
にした。 
 
③ AASB 討議資料第 138 号に依拠して、自己



 

 

創設無形資産に係る当初の会計処理は、資産
の認識から測定、表示／開示に至るまで、「仮
定の企業結合に基づく技法」による認識アプ
ローチの立場から、理論的に体系化できるこ
とを明らかにした。とくに、原価モデルより
も評価ﾓﾃﾞﾙ(公正価値測定モデル)が選好さ
れている点も明らかにした。 
 
 
 (2) 本研究では、①人的資源に関する測定
の重要性、②人的資源に関する測定の進捗状
況、および③人的資源に関する測定尺度の利
用状況について、アンケート調査に基づき分
析を行い、その結果、次のような発見事項が
明らかにされた。 
 
まず、前記①について、人的資源マネジメ

ント戦略において従業員の効率性や採用、定
着などに対する優先度合いは相対的に高い
ものの、人件費を戦略の対象として積極的に
考えている企業の割合は低い水準にとどま
っていた。人的資源の測定を重要であると認
識するに至った理由として、人的資源の測定
が企業の戦略立案などに大きく寄与するこ
とが挙げられている一方、投資家への情報提
供や財務指標化の必要性などは、低い認知率
であった。 
 
人的資源に関する測定の重要性と各規定

要因との相関分析でも、同様な傾向がみられ
た。すなわち、人的資源に関する測定の重要
性に対する認識度合いの強さは、外部報告よ
りもむしろ、内部報告などの理由と正の関係
があることが示唆された。 
 
さらに、重回帰分析の結果、企業戦略にお

ける「従業員の有用性」や「経営者への情報
提供機能」などの認識度合いが強くなると、
人的資源測定の重要性に対する認識度合い
が強まるという正の効果をもつ可能性が示
唆された。反対に、「投資者への情報開示」
への認識を強めることは、企業側の人的資源
の測定に対する重要性への認識を弱める効
果をもつと見なすことができるため、経営者
は、人的資源の測定指標を投資家に任意開示
しようとするモチベーションが低くなると
予想される。 
 
次に、前記②については、人的資源の測定

はあまり進展していない現状が浮き彫りと
なった。そこで、「人的資源に関する測定の
重要性」と「測定実務の進捗度」との相関分
析の結果、人的資源に関する測定が重要であ
ると認識している企業であっても、必ずしも
測定の進捗度が進んでいるとはいえなかっ
た。測定が進んでいない理由として、人的資
源の測定尺度に対する情報ニーズが明らか

ではなく、人的資源の内部報告において根本
的な問題が存在することが浮き彫りとなっ
た。 
 
最後に、前記③について、「人件費」のよ

うな比較的測定しやすい単純な指標が上位
に挙がっていた。他方、より深い分析を行う
ための指標と指摘されている「投資収益率」
などのより高度な測定指標は、今回の調査で
は利用率が低いことが明らかとなった。また、
人的資源に関する測定尺度の重要性につい
ては、「企業内教育」や「人件費」以外に、「経
営者のリーダーシップ」が高い認知率である
ことがわかった。さらに、「人的資源に関す
る測定尺度の重要性」と「測定尺度の利用度
合い」との相関分析を行った結果、比較的強
い相関関係を有しているのは、「人件費」な
どの 6項目であった。 
 
以上、今回の実証結果によって、企業戦略
における有用性や経営者への情報提供を強
調することによって、人的資源に関する測定
の重要性についての認識度合いを高めうる
ことが示された。反対に、投資家への外部報
告を強調することによって、その認識度合い
を弱める可能性があることが示された。これ
により、経営者は自ら人的資源の測定指標を
外部報告しようとするモチベーションが低
いものと考えられる。 
 
したがって、人的資源に関する測定指標の
開示アプローチは、強制開示アプローチがよ
り望ましいものと結論づけても良さそうで
ある。また、測定指標として外部開示の実行
可能性が高い項目群も明らかとなった。これ
らの知見は、今後の測定尺度の枠組みを構築
する際の参考になるであろう。かかる知見が
本研究での成果である。 
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